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問題と目的

　近年，国内外においてレジリエンスに関する研究が盛
んである。このことについて，仁平（2014）は心理学の
国際文献データベース「PsycINFO」を用いて resilience

あるいは resiliencyを扱った文献を検索し，レジリエン
ス研究が爆発的に増加していった様子を報告している。
仁平によると 1990 年まで 320 件だった研究が，2000 年
には累計2千件を超え，2010年には1万件近くとなり，
2014 年 5 月には 1 万 5 千件となっている。このように，
レジリエンスに関する研究が盛んになる一方で，その概
念の定義や取り扱いを巡って，様々な問題が指摘される
ようになった。
　レジリエンスとは，元々は物理学分野での概念に由来
しており，「復元」「跳ね返す力」「回復力」「弾力性」と
いった現象や特性のことを指している。例えば，ボール
を指で押すことによってボールの表面がへこんでも指を
離せば元の形に戻る力および現象がそれにあたる。さら
に，生態学の分野において，土砂崩れなどの自然災害に
よって何もなくなってしまった土壌から再び木や草が生
えて環境や生態が回復する現象のことをレジリエンスと
呼んでいる（ピースマインド・イープ株式会社，2014）。
　こういったレジリエンス概念と人間の心の健康や社会
適応の在り方とが関連付けられるようになったのが，心
理学や精神医学におけるレジリエンス研究の始まりであ
るといえる。人が困難やつらい経験をした際，精神的健
康度が下がることがあるが，やがて時間と共に元の水準
にまで回復する。ところが，同じ逆境に直面してもある
人はうまく回復し適応することができるが，ある人は回
復せず不適応となってしまうことがある。その違いはど
こからくるのであろうか。その違いを明らかにすること
ができれば，不適応にならないための，あるいは不適応

からの素早い回復のための支援が可能になるのではない
だろうか。このような発想を出発点としてレジリエン
ス研究が盛んになっていったと考えられる（Garmezy, 

1974；Werner, 1971）。
　しかしそれだけではなく村木（2015）は，レジリエン
スという用語に対する関心が近年我が国において高まっ
ていることについて，「個人が経験する困難や逆境は，
挫折や対人関係上の問題など個人の身近な集団において
生じるものにとどまらず，大規模な災害や経済問題など
マクロなレベルの要因によっても引き起こされる」こと
を指摘し，「我々はそういった予期できない深刻な困難
に対しても，否応なく対処せざるを得ない状況下に置か
れる可能性が十分にある。そのためにレジリエンスとい
う用語が，逆境に立ち向かう力として，心理学分野のみ
ならず，教育現場，臨床現場，政策立案においてもレジ
リエンスが注目されるようになった理由である」と述べ
ており，レジリエンス概念の活用が様々な分野で期待さ
れていることを示した。
　しかし，冒頭でも述べたように，これだけ注目される
ようになったレジリエンス概念であるが，その定義や
取り扱いについて未だ統一された見解には至っていな
い。このことは以前から多くの研究者が指摘している。
Masten et al.（1990）がレジリエンスを，「困難で脅威的
な状況にもかかわらず，うまく適応する過程・能力・結
果である」といった包括された概念として位置付けてい
ることからも分かるように，レジリエンス概念はその研
究初期から多様な視点を含んできた。ゆえに，研究者に
よって研究の対象や手法が異なることとなり，その理論
的枠組みも様々なものとなっていった。こういった事態
がレジリエンス概念を理解する際に混乱を生じさせる要
因となっていると考えられる（石原・中丸，2007；小塩・
中谷・金子・長峰，2002；菊地，2014；平野，2010）。
それだけではなく，近年，レジリエンス概念はさらに拡
大した概念へと変化してきているため，概念を理解する
ことがますます困難になっていると考える。
　これらのことから，本稿では，これまでのレジリエン
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ス研究の歩みと国内におけるレジリエンス研究の動向に
ついて概観するとともに，レジリエンス概念と近接する
概念との関連について整理し，レジリエンス概念の活用
にむけての展望を提示することを目的とする。

レジリエンス研究の歩み

　レジリエンス研究の報告は1970年代に始まる。石原・
中丸（2007）によると，厳しい生育環境の中にありなが
らも良い適応を示す子どもの研究（Werner et al, 1971）
や，重篤な精神疾患をもちながらも適応的な社会生活を
送っている患者についての研究（Garmezy, 1970）がそ
の代表として挙げられるが，初期の研究において，レジ
リエンスという言葉は「回復する」といった辞書的な意
味で頻繁に使用されていたものの，レジリエンス概念の
定義づけは行われていなかった。そのおよそ30年後から，
レジリエンス研究の報告数は大きく増加していくことに
なり，定義づけが必要とされるようになった。
　以上のように，創生期から様々に議論されてきたレ
ジリエンス概念の定義であるが，2017年時点において，
もっとも多く引用されているものとして，Masten et 

al.（1990）の「困難で脅威的な状況にもかかわらず，う
まく適応する過程・能力・結果」があげられる。この定
義は，深刻な危機に遭遇した後に発揮されるレジリエン
スを，①個人がもつ能力や資質と捉えるのか，②適応ま
でのプロセスと捉えるのか，③肯定的な結果そのもので
あると捉えるのか，といった立場を包括して表したもの
である。この定義によって，レジリエンス概念における
研究には主に3つの立場があることが端的に示され，以
降の研究においても，これらの立場からの研究が多く行
われるようになった。それぞれの立場における研究の
代表的なものには，まず，個人がもつ能力や資質と捉
える立場から，Wagnild & Young（1993）やJew, Green, 

& Kroger（1999）のレジリエンスを測定する尺度開発と
いった個人のもつレジリエンス特性に関する研究をあげ
ることができる。第2の，適応までのプロセスと捉える
立場の研究としては，一度は傷ついてもそこから適応に
至っていくプロセスに関する研究（Luthar, Cicchetti, & 

Becker, 2000；Masten, Best, & Garmezy, 1990）があげら
れる。第3の，肯定的な結果そのものであると捉える立
場の研究としては，深刻な結果ではなく良好な結果を示
した者の描写に関する研究（Kawfman et al., 1994）など
があげられる。
　一方，これ以外にもレジリエンス研究を整理したもの
として Richardson（2002）や Masten（2007）の行った
分類があるが，これは様々な様相を呈すレジリエンス

研究を“three wave of resiliency inquiry”として，研究
方法や考え方ごとに3つの期に分類したものである。第
1の波は，ハイリスクな環境下で育った子どもたちを対
象として，過酷な状況の中でも社会的に適応した子ども
にはどんな特徴があるのかという問いに答えるべく始
まった，現象記述的な研究である。第2の波は，レジリ
エンスをストレスや困難に対処するプロセスとして理解
し，レジリエンスを導く個人の内的保護因子や外的保護
因子となるものを明らかにすることを目的とした研究で
ある。第3の波は，逆境からの回復や自己実現を促すこ
とを目的とした応用的研究である。この期に分類される
研究では，予防や介入によってレジリエンスを高めると
いったことに加え，自己実現を目指すといった観点にま
でレジリエンス概念の活用が拡大してきたことが大きな
特徴といえる。
　さらにMasten（2007）は，第4の波，すなわち今後の
研究に期待したいこととして，過去の様々なレジリエン
ス研究に立ち返りそれらの知見が統合されることによっ
て新たな視点を研究者にもたらすこと，遺伝と環境の相
互作用にも焦点を当てること，これまで研究されてきた
分野だけでなく，危機管理システムや社会施策など多岐
に渡る分野で研究が発展していくことなどをあげていた
が，最近では第5の波について提唱する研究者が現れた。
第5の波では，レジリエンスを「困難を乗り越える」と
いう考え方ではないものに再定義することを提唱してい
る（Aranda & Heart, 2014）。
　これまで概観してきたように，レジリエンス研究の歩
みにはいくつかの立場や流れがあった。その中でも特に，
Masten（1990）の定義からも分かるように，「レジリエ
ンスとは何か」ということに焦点を当てた研究の多いこ
とが指摘できる。一方，Richardson（2002）や Masten

（2007）が示した分類では，Masten（1990）が示した定
義づけの立場との重なりがありながらも，単なる「回復」
だけではなく「成長」を目指すといった研究の流れがあ
ることを示唆しており，レジリエンス概念がこの先も変
化していくことが予想される。

国内における近年の動向と課題　

　国内におけるレジリエンス研究は，小花和（1999）の
行った阪神・淡路大震災発生後の3年間に及ぶ母子関係
の調査報告が始まりとされているが，国内における研究
は国外と比較して歴史が浅い。CiNii文献データベース
で「レジリエンス」をキーワードとして簡易検索を行っ
たところ，小花和の報告以降から現在（2017年8月5日）
までで，1568件の該当する報告があった。そしてこの
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報告の中に，心理学や教育，精神医学以外の幅広い分
野における研究報告が含まれていることを考慮しても，
この報告件数の増加の推移には注目すべき点がみられ
る。それは，1999年～2010年までの約10年間の報告数
が218件だったのに対し，2011年～現在までの約7年間
では1350件と，短期間で急激に増加している点である。
　また，国内における研究の特徴として石原・中丸（2007）
は，比較的健康状態の高い者を対象とした研究が中心に
行われていることを指摘している。これは，国外の研究
ではレジリエンスの前提となるリスクを，「著しく困難
で深刻な状況」としていることに対して，国内では「日
常的に誰もが経験しうるストレス場面」を対象としてお
り，レジリエンスが日常的に生じるものであるとみなす
立場（高辻，2002；長内，2004；石毛他，2005）が多い
ことを示している。
　さらに村木（2015）は，国内における研究には，レジ
リエンスを導く個人特性に注目しそれらを測定する尺度
の開発を行ったものが中心であることを指摘している。
代表的な尺度には，小塩ら（2002）の「精神的回復力尺度」
や平野（2010）の「二次元レジリエンス要因尺度（BRS）」
などがある。これらの尺度はレジリエンスをパーソナリ
ティであると捉え，様々なパーソナリティ特性が個人の
もつ回復力を構成する要因であるとしている。そして，
どのようなパーソナリティ特性が回復力を高めるのか明
らかにすることを目的に尺度を開発している。特に，平
野（2010）は個人特性としてのレジリエンスを，もとも
と持っているレジリエンス（資質的）とあとから獲得さ
れるレジリエンス（獲得的）とに分類しているところが
興味深い。
　また，国内の研究では幼児期から大学生までの青年期
を対象としたものが多いといえる。これは「レジリエン
ス」をキーワードとしてCiNii文献データベースで検索
したところ，医学・教育・心理学における2016年のレ
ジリエンス研究報告122件のうち，大学生や専門学生を
含んだ青年期以前を対象とした報告は72件であったこ
とからも裏付けられる。
　これらのことをまとめると，国内におけるレジリエン
ス研究は，①近年急激な増加傾向にあること，②レジリ
エンスの前提となるリスクは日常的に経験されるレベル
のものが多いこと，そして③レジリエンスを導く個人特
性に注目した研究が多いこと，④対象が大学生までを含
む青年期以前の研究が多いことの4つが特徴としてあげ
られる。なぜこういった特徴が生じたのであろうか。
　①から③の特徴に対する1つの答えとして，レジリエ
ンス概念の汎用性の高さを挙げることができる。ここで
いう汎用性の高さとは，リスクやダメージを伴う全ての

事象に概念を当てはめることができること，そして，ダ
メージからの回復だけではなく，どういった要因がレジ
リエンスに寄与するのかを明らかにすることで，リスク
に対する予防への適用が可能であることを意味してい
る。
　例えば，現在の我が国の社会状況として，厚生労働省
が行った平成27年の「労働安全衛生調査」の報告を見
ると，「現在の仕事や職業生活に関することで強い不安，
悩み，ストレスになっていると感じる事柄がある労働
者」の割合は55.7％であるとされる。実に労働者の半数
以上が不安やストレスを抱えている状況といえる。この
数字は平成25年調査時と比較して3.4％増加しているこ
とになる。また，内閣府による「平成27年度版子ども・
若者白書」では，困難を有する子ども・若者に関する実
態調査を行っている地方公共団体からの報告結果におい
て，重点的に取り組むべき政策課題として挙げられたも
のは，不登校，発達障害，虐待，いじめ，非行，ひきこ
もり，子供の貧困，ニートなどであった。
　このように，人が社会生活を送る上では様々なリスク
や困難が存在することが示されているが，それらのリス
クや困難には，虐待やいじめといった深刻なものから，
仕事をする上でのストレスといった誰もが経験するレベ
ルのものまで幅広く含まれている。そしてそれらへの対
処方法は，従来から，個人が元々有している資質に頼る
か，あるいは，インターベンションとしての個別介入が
主であった。しかし，レジリエンスを導くための個人特
性や社会資源が少しずつ明らかとなってきたことで，個
別介入だけではなく予防の視点からの対応も可能になっ
たといえる。このように，レジリエンス概念は様々なレ
ベルでのリスクやダメージに適用可能であり，且つ，レ
ジリエンスを発揮するための方策検討にも適用できると
いう特徴をもっていることが示された。
　そして，④の青年期以前を対象とした研究が多いこと
の理由の一つとして，③で示したレジリエンスを導く
パーソナリティ特性を明らかにしようとするものが国内
の研究には多いこととの関連があげられる。この関連に
ついては，子どものレジリエンスと大人のレジリエンス
という観点から説明ができる。平野（2016a）によると，
子どもと大人のレジリエンスとでは異なる文脈で研究さ
れてきた部分があるという。子どものレジリエンス研究
では適応を導く要因を子どもの内的資質に見いだそうと
してきた。特に子どものパーソナリティは発達途上にあ
り，可塑性が大きいという視点から，教育によってレジ
リエンスを導くパーソナリティ特性を身につける方向が
模索されてきた。一方で大人の場合，人生経験が様々で
あり，環境の違いも大きい。そのため，その人の何がレ
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ジリエンスに寄与しているのかが多様過ぎて分かりにく
いと平野は指摘している。さらに，大人はパーソナリティ
形成もある程度完成していることから，教育によって新
たな特性を身につけることは難しいといえる。こういっ
たことから，国内では子どもを対象とした研究，すなわ
ち大学生を含む青年期までを対象とした研究報告が多く
なったと考えられる。
　これらの特徴が，我が国におけるレジリエンス研究の
流れをつくってきたと考える。そして，これからの研究
の課題として，レジリエンスの汎用性の高さを大事にし
つつも，レジリエンスの理解に向けて一定の枠組みを整
備する必要があると考える。この枠組みについての提案
は最後に述べたい。さらに，成人期以降のレジリエンス
研究が増えることで，発達段階に応じたレジリエンスが
明らかになることを期待する。

レジリエンスを導くパーソナリティ特性とそ
の取り扱いについて

　ここまでは国内のレジリエンス研究の動向について概
観してきたが，今後の研究において留意しなければなら
ないことがある。それは，これまでの研究で明らかにさ
れてきたレジリエンスを導く要因としてのパーソナリ
ティ特性の取り扱いについてである。
　平野（2016b）によると，レジリエンスを導く要因には，
個人のもつパーソナリティ要因（衝動コントロール，好
ましい気質，共感性，ソーシャルスキル，自立性など）と，
環境要因（家庭環境，教師，情緒的サポートなど）とが
あり，いくつかの要因の相互作用によってレジリエンス
が導かれるという。特に平野（2010）は，レジリエンス
を導くパーソナリティ特性には，元々個人の資質として
備わっているものと，後天的に身に着けられるものとが
あることを示した。
　そして，このレジリエンスを導く要因の一つである
パーソナリティ特性には，「新奇性追求，感情調整，肯
定的な未来志向（小塩ら，2002）」や「楽観性，統御力，
社交性，行動力，問題解決志向，自己理解，他者心理の
理解（平野，2010）」などがあるが，これらは一般的に
向社会的で良いとされる資質とかなりの部分で一致して
いる。だが，向社会的な資質のみがレジリエンスを導く
ものであるとする考えは，レジリエンスを偏った視点で
観ていることになるのではないだろうか。この点につい
て小塩（2016）は，外山（2005）の「防衛的悲観主義」
という観点を示し，たとえ悲観的な考え方であっても，
その悲観さゆえに準備を念入りにする行動が生まれ，そ
れが良い結果をもたらすことは見逃せない，と指摘して
いる。従って，例えば，通常はネガティブな資質として

とらえられることの多い「悲観的であること」が結果と
してネガティブな影響を最小限にすることができるだけ
でなく，新たな学びや自己の成長につながることにも注
目すべきだといえる。
　そして，もう一つの留意点としてあげられるのは，レ
ジリエンス尺度で測定された結果をどのように活用すべ
きかを理解しておくことである。これまで，多くの研究
者たちによって，レジリエンスを導く要因を個人がどの
程度有しているか明らかにする尺度が開発されてきた。
しかし平野は，「レジリエンスの量的研究において，「レ
ジリエンスが高い（低い）」と記述されている場合のほ
とんどが，レジリエンス「要因」を測定する尺度による
ものである。」と述べ，尺度によって測定されたレジリ
エンス要因の和が高いことと個人のレジリエンスの高さ
は必ずしもイコールの関係ではないことを強調してい
る。さらに小塩（2016）は，レジリエンスの本質が「回復」
であることを強調した上で，個人個人がもつレジリエン
スを導く要因である個人特性や資源は「回復の確率を高
める要素」であり，「回復そのもの」を表すものではな
いと指摘している。村木（2015）は，「オフライン」と「オ
ンライン」という表現を用い，レジリエンスを導く特性
を多く備えた個人が，実際の困難な場面において適応的
な回復を示せるかどうかについての疑問を投げかけてい
る。つまり，困難な状況にない時，すなわち「オフライ
ン」の状態で測定されたレジリエンスと，まさに困難な
状況のさなかにいる時，すなわち「オンライン」の状況
で発揮されるレジリエンスとを区別して考える必要があ
るという課題があるといえる。
　これは，レジリエンスを測る尺度の結果がそのまま，
困難な状況からの回復を保証するものではないことを意
識しておく必要を示している。もしその認識がない場合，
尺度で測定された結果がそのままリトマス紙のような判
定材料として利用されてしまう可能性があるといえる。
尺度の活用の第一義としてあげられるのは，個人がどの
ようなレジリエンスの要因を有しているかを知り，それ
らの要因を自分の資源として活用するきっかけとするも
のである。
　以上のことから，レジリエンスに寄与する要因を備え
ていればレジリエンスを導くことができるのではないか
という過度な期待につながりやすいことを認識した上
で，今後の実証研究の積み上げが必要になると考える。

レジリエンス概念と近接する概念との関連

　そして，もう1つの視点として挙げたいことは，レジ
リエンス概念とよく似た概念である心理学的ストレスモ
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デルにおけるストレス・コーピングとにどのような違い
があるかを明らかにした上で，レジリエンスの実証研究
を行っていく必要性である。
　Lazarus（1984）は，心理学的ストレスモデルにおい
て中核となるものは，出来事に対する認知的評価，すな
わち解釈であるとしている。そして，人はある出来事が
生起した際にそれがストレスフルなものであると解釈す
ると，ストレス・コーピング（ストレス対処行動）を実
行する。この一連の過程が心理学的ストレスモデルと呼
ばれ，ストレス・コーピングにはどのようなものがあり，
それらを身につけるためにはどんな方法があるかという
コーピング研究が盛んになっていった。
　この心理学ストレスモデルにおけるストレス・コーピ
ングとレジリエンスは，いずれも，困難な状況における
心理的プロセスの一端を担っているものであるが，両者
にはどのような相違があるのだろうか。この質問の答え
として，宇佐美（2013）は「レジリエンスは回復という
結果を伴うが，コーピングは結果を伴わない認知的行動
的対処努力である。」と述べている。この考えを発展さ
せると，レジリエンスにおけるプロセスでは，適応的な
結果に向けて進んでいくという目的性や志向性を含んで
おり，一方で，コーピングを含んだ心理学的ストレスモ
デルには何らかの結果に向かうといった目的性や志向性
を含んでいないと考えることができる。
　従って，今後レジリエンスの実証研究を積み上げてい
く際には，心理学的ストレスモデルにおけるコーピング
研究との違いとして，何らかの目的性や志向性，目指す
結果などを前もって明らかにしておく必要があると考え
る。もしそれを明らかにしないまま実践を進めることに
なれば，適応（結果）がもたらされたのは偶然の結果で
あり，レジリエンスとみなすことは難しいといえる。

レジリエンス概念の活用にむけての展望

　これまでのレジリエンス研究を振り返ると，レジリエ
ンス概念の定義や研究方法，研究対象などが研究者ごと
で異なり，未だ統一された見解に至っていないことが
問題とされてきた。それだけではなく，「レジリエンス
研究の第3波以降，困難な状況下で精神的に落ち込んだ
個人の回復に注目するのみでなく，“健康な個人がより
健康になる”ために備えることが望まれる特性としての
レジリエンスという観点での研究が行われるようになっ
た」と村木（2015）が指摘しているように，レジリエン
ス概念は拡大する方向にある。このような概念の拡大に
伴って，レジリエンスの本質がさらに理解しにくくなっ
てきていると筆者は考える。この問題を解消するために，

レジリエンスを理解するための一定の枠組みを整備する
必要があるのではないだろうか。そこで，2つの条件を
満たす必要があることを提示したい。その条件とは①レ
ジリエンスの前提となるリスクが明らかである（想定さ
れる）こと②「回復」あるいは「良い適応」といった目
的があること，である。この2つをレジリエンスの大き
な枠組みとすることで，レジリエンス概念がより理解し
やすくなるのではないかと考える。
　そして国内では，レジリエンスを導く要因としての
パーソナリティ特性を明らかにする研究が主流であり，
尺度開発が多く行われてきたが，レジリエンスの発揮を
促すことを目的とした実証研究は多くないといえる。こ
こでいう実証研究とは，レジリエンスを促すための方法
論やその効果検証を目的とした研究のことを指す。特に，
村木（2015）が述べた「オフラインのレジリエンス」と「オ
ンラインのレジリエンス」という観点に留意し，実際の
場面でレジリエンスを発揮する確率を高めるための方法
論の提示が必要となる。
　従って，今後の展望として，レジリエンスとみなすた
めの条件を整備し，これまでに明らかとなったレジリエ
ンス研究の成果をもとに，教育現場や産業領域，あるい
は何らかの危機や困難が想定される現場において，それ
ぞれの危機や困難に応じた実証研究を積み上げていく必
要がある。その際，年齢など発達段階を考慮する必要が
あると考える。
　最後に，レジリエンス概念を活用することによって，
個人レベルの危機だけではなく，組織や社会などのより
大きなコミュニティにおける「回復」や「成長」を促す
ことが可能となることを考えると，レジリエンスが一過
性のブームとして通り過ぎるのではなくダメージを受け
た際の自己（あるいは社会）再建方法として社会に根付
いてくれることに期待したい。
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ABSTRACT

Current status, challenges and perspective of resiliency studies: For further 
application of the resilience concept.

Akiko SATO and Atsuko KANAI

In recent years, studies on resilience have been increasing at home and abroad. One of the reasons 

of this increase is that resilience has attracted a lot of expectations because it is believed to enhance  

social adaptation. However, in the studies on resiliency so far, we have had no sole fixed definition for 

this concept of. In these studies, the term “resilience” was used in different ways, and the methods and 

the objects of these studies were  different as well. Therefore, we have had a lot of confusion over this 

concept. In addition, the differences between the concept of resilience and the psychological stress 

model are not clear, either.

In this paper, we will review how the resilience concept developed in studies of abroad. Also, we 

will cover the existing issues while providing the overview of the current status of resiliency studies in 

Japan.

Key words:	resilience, resilience review, definition of rejilience, perspective of resilience


